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高齢者医療制度改革を考える








































































































年 度 83年度 84年度 85年度 86年度 87年度 88年度 89年度 90年度 91年度
拠 出 金 22,862 24,874 28,049 30,509 32,647 34,877 37,611 40,132 43,271




























































患 者 負 担(





































年 度 92年度 93年度 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 99年度 00年度
拠 出 金 45,794 48,772 52,891 57,215 62,078 64,687 67.170 75,658 68,322




























































患 者 負 担(







































資料：健保連調べ く「週刊社会保障JVol.54 、No.2091 、2000 年6 月19 日、8 頁より。)





















老人医療費 の増大 を始 めとする医療費全体の増大、少子高齢化の進展、そして経済の低成長化 を
前にし て医療保険の「改革」がより具体的 なものとして考えられようになってい く。1997 年8 月7 日
に提出された「21世紀の医療保険制度 （厚生省案）」では、わが国 は、「誰 もが安心して医療 を受け
ることができる、世界でも有数の医療制度 を確立してきた。しかし、急速な人口の高齢化、医療の




てい る薬価基準制度の見直し、（3）医療機関 の機能分担の明確化、 過剰病床の削減や医師数の抑制等









































































































） 患者負担は70歳以上は1 割とし、保険料率は概ね「給与」の5 －6 ％程度とする。高齢者の医
療費の残りの部分の費用は被用者保険制度に加入する現役世代が負担することにより、社会保険
方式の仕組みを基本的に維持する。ただし、新しい高齢者医療保険制度に対しては少なくとも現






































































































































































行老人保健制度の7 対3 の配分を留意しつつ、介護保険制度の5 対5 を参考にして検討するとし
ている（18）。
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わらないようなものであれば、過大な負担 の軽減を求めている被用者保険グループから積極的 な
支持 は得られないだろう。年齢 リスク構造調整方式の案で、 高齢者医療 に対 する公費負担割合 を
これまでと同じ3 割 に据 え置いた ままにするということであれば、「制度維持案」と同じようなも
のになってしまい、そのような改革は「抜本改革」 とは呼ばれないであろう。




捕捉をより確実にするた めの仕組みが出来て、被用者と非被 用者の経済的状況の差がさらに縮 む






改良した ものとも言えよう。 また、経済同友会の案は、介護保険 との連携をずいぶん重視してい
るとの印象をもつが、経団連案 との違いはあまり明瞭ではないように見受 けられる。




な くなってい く。こうした費用は公費によって賄っていくし かないとの認識である。 こうした認
識は同時に、「高齢者医療制度の見直し」のきっかけになった老人保健 拠出金を名実 ともに終わら
せ ようとする考え方と連動するもので もある。 こうした点 が共通するということは、公費負担の
引き上げが容易なことではない以上、 こうしたプランの実現が容易にはいかない ということも共




で「賛成出来ない」として「むしろ被用者健保でのOB ・OG を生涯保障する制度 を勧めたい」と
する（24）。しかし、高齢者にも適切な自己負担を求める仕組みなどを組み込 んだ制度であれば、「租
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て、「年金収入に対する保険料賦課」を明確にしている。これらは、介護保険が先鞭を付けた方式が踏襲される
ということである。
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